
第 58 回島根県対策本部会議の開催結果について 

本日、標記会議を開催しました。概要は下記のとおりです。 

日 時：令和４年１月１３日（木） ９：００～９：１０ 

場 所：島根県庁６階 講堂 

出席者：知事、副知事、県警本部長、各部局長、女性活躍推進統括監、関係課長  

計２４名 

内 容：以下のとおり 

１．入院等療養体制の変更について

（１）入院等療養体制の変更について 

健康福祉部（健康福祉部長） 

① 県内の患者発生状況等について説明         【資料１】 

・年末以降、感染者の確認が相次いでおり、１月７日以降１１日までの

５日間では、連日３０名以上の感染者が確認され、昨日１２日は、１

０１名の感染者が確認されています。 

・１月の感染者数は昨日までで、３３８名となっています。 

・昨日時点での療養を要する患者数は３３６人となっています。 

    ② 病床確保計画等について説明            【資料１】 

・病床確保計画上における患者推計ですが、表の真ん中あたりになりま

すが、３３６人という療養を要する患者数は、第４段階のピークであ

る２５０人を超えており、第５段階に入っている状況です。 

・第５段階においては、これまでの原則入院としていました対応を、今

後は中等症以上、又は軽症者で重症化リスクのある方を優先して入院

してもらう対応となります。 

・第５段階としては、メディカルチェックを行って、療養先を決定しま

す。 

・メディカルチェックについては、今回の感染の急拡大を受け、より迅

速な対応を行う必要があるため、保健所によるスクリーニングチェッ
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クシートを用いたチェックと自宅等の療養環境の調査を行い、県広域

入院調整本部の確認・助言を受けて、療養先を決定することとしてい

ます。 

・中等症以上、軽症者で重症化リスクのある方など宿泊療養又は自宅療

養ができないと判断する場合は、入院していただきます。 

・入院の必要性が低く、宿泊療養又は自宅療養ができると判断する場合

は、原則、宿泊療養施設に入所していただきますが、家庭環境などや

むを得ない理由により、宿泊療養が利用できない場合は、自宅療養と

して健康観察を行います。 

・自宅療養においては、医師会、医療機関、看護協会、訪問看護ステー

ション協会などの協力により、患者さんの健康観察をしっかりと行う

とともに、消防本部との協力により救急搬送体制を確保するなど、病

状の変化にも対応できる体制を整えています。必要に応じて、食料や

生活物資などの手配といった生活支援を行っていく考えです。 

・このような体制を現在、準備しているところです。 

・知事、以上のような認識と方針でよろしいでしょうか。 

【知事】それでお願いします。 

２．島根県の対応について 

（１）島根県の対応について 

防災部（防災危機管理課長） 

① 島根県の対応（案）について説明           【資料２】 

３．知事指示事項 

１． 県内の感染者確認が急増している状況を踏まえ、県民の皆様に、「島根県

の対応」に基づいて、追加のお願いをさせて頂きます。 

要請の期間は、令和４年１月１４日から１月３１日までとします。 

特にお願いしたい事項について、申し上げます。 

２． 飲食店等の利用については、これまでアルコールを伴う飲食に限定して自

粛をお願いしておりましたが、今後は、アルコールの有無に関わらず、 

 飲食の際の人数については、８人以下から４人以下に引き下げること

とします。 



 時間については、引き続き、複数の店舗を利用する場合も含めて、合

計で２時間以内としてください。 

 県外の方との飲食についても、アルコールの有無に関わらず、また、

県内、県外を問わず、控えて頂くようお願いします。ただし、これらの

内容については、鳥取県（全域）と、生活圏域（通勤、買い物等）に属

する広島県・山口県の一部の地域の方々との飲食については、控えて頂

く必要はありません。 

これらの内容については、今後の感染の状況によって、適宜、見直してい

きたいと考えています。 

３． 先ほど、健康福祉部から説明があったとおり、県内では、感染が急拡大し

ている状況であり、現在の県内の医療提供体制を踏まえ、県の病床確保計画

における段階を、最も厳しい第５段階に引き上げることとします。 

これに伴い、症状のない方や軽症の方も含め、感染患者全員を入院させる

というこれまでの方針を変更しまして、入院は中等症以上の方や、軽症者で

重症化リスクのある方を優先して入院してもらうこととします。 

今般の感染者の急増に迅速に対応するため、保健所と、ＤＭＡＴ等医師が

参画する島根県広域入院調整本部により、患者の症状や家庭の環境などを判

断し､入院・宿泊・自宅療養のいずれかにより対応する体制に移行します。 

４． 事業者の皆様は、業種ごとに実施すべき事項を整理した感染拡大予防のた

めのガイドラインに基づく感染防止対策を徹底していただくとともに、県民

の皆様には、引き続き「マスクの着用」、「三つの密の回避」、「手洗いなどの

手指衛生」など、基本的な感染対策に取り組んでいただくよう、引き続き、

お願いします。 




















